
意 見 書 案 提 出 書 

 

ＰＦＯＳ等を含む泡消火薬剤の流出防止に係る 

抜本的対策を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

 神奈川県議会議長  加 藤 元 弥 殿 

 

                 神奈川県議会議員  古 賀 照 基 

                  同        神 倉 寛 明 

                  同        小 田 貴 久 

                  同        相 原 し ほ 

                  同        松 長 泰 幸 

                  同        お だ 幸 子 

                  同        大 村   悠 

                  同        須田 こうへい 

                  同        渡 辺 紀 之 

                  同        米 村 和 彦 

                  同        内 田 みほこ 

                  同        持 田 文 男 



 

ＰＦＯＳ等を含む泡消火薬剤の流出防止に係る抜本的対策  

を求める意見書（案） 
 
令和５年１１月に世界保健機関（ＷＨＯ）の傘下組織である国際がん研究機関

（ＩＡＲＣ）が発がん性評価の結果を公表し、有機フッ素化合物の一つであるＰ
ＦＯＡを、４段階ある分類のうち最も高い「発がん性がある」に２段階引き上げ、
ＰＦＯＳを、上から３番目の「発がん性がある可能性がある」に初めて位置付け
た。 

ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ（以下「ＰＦＯＳ等」という。）は、水質汚濁に係る人
の健康の保護に関する要監視項目に指定されており、都道府県等による水質測定
の結果、多くの河川や地下水から、国が定める暫定目標値を超えるＰＦＯＳ等が
検出されている。こうした身近な環境から発がん性物質が検出されることで、国
民の不安が高まっており、健康被害を防止するため、国は早急かつ抜本的な対策
を講じる必要がある。  

ＰＦＯＳ等は環境中で分解されにくく、長期間にわたり残留し、人や動植物の
体内にも蓄積されることから、ストックホルム条約で製造・使用が制限等され、
国内でも化学物質審査規制法によって製造・輸入が原則禁止されている。 

一方、国内で規制される前に製造されたＰＦＯＳ等を含む泡消火薬剤は、急な
代替が難しいことから、いまだに多くの駐車場等で保管され、火災時の使用が認
められている。国が令和２年９月に発表した「ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤全国在庫
量調査」の結果によると、全国の駐車場等で約８０万リットルの泡消火薬剤が保
管されていることが明らかになったが、その所在や保管量の詳細は把握されてい
ないのが現状である。  

また、令和５年１２月には、東京都町田市内の駐車場から泡消火薬剤が流出す
る事故が発生し、下流に位置する本県自治体が水質調査を行うなど、県域を越え
た広域的な対応が必要な事案も生じている。 

そこで、ＰＦＯＳ等含有泡消火薬剤を広域的かつ確実に代替させていくために
は、法令による規制が不可欠であり、国の責任において取り組むべき重要な課題
と考える。 

よって国会及び政府は、次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要
望する。 

１ ＰＦＯＳ等を含む泡消火薬剤の所在や保管量を把握し、使用等を規制するた
めの法整備を進めること。  

２ ＰＦＯＳ等を含まない泡消火薬剤への代替費用の助成制度を創設すること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
 

令和  年  月  日 
 
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
財 務 大 臣 
厚 生 労 働 大 臣 
経 済 産 業 大 臣 
環 境 大 臣 
                                          

神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

「手話言語による国歌」策定を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

 神奈川県議会議長  加 藤 元 弥 殿 

 

                 神奈川県議会議員  武 田   翔 

                  同        飯野 まさたけ 

                  同        田 中 洋次郎 

                  同        添 田   勝 

                  同        木佐木 忠 晶 

                  同        脇   礼 子 

                  同        田 中 信 次 

                  同        楠   梨恵子 

                  同        亀井 たかつぐ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        小 川 久仁子 

                  同        てらさき 雄介 



「手話言語による国歌」策定を求める意見書（案）  

 

我が国の「国歌」は「国旗及び国歌に関する法律」において定められており、

国家的行事やオリンピック等国際スポーツ大会など、国民が国歌に触れる機会は

多くあり、音声による国歌斉唱はごく自然に行われている。  

その一方で、上記のような場面において、国歌を手話言語で斉唱することはほ

とんど行われておらず、手話言語で国歌をどのように表現するかということにつ

いては定められていない。ろう学校やろう者等の当事者団体やスポーツ大会主催

団体等が、当該行事においてそれぞれ必要に応じて手話言語で国歌斉唱を行って

いるが、多くは手話表現を考えた人の解釈にゆだねられており、手話表現もそれ

ぞれに異なるため、同じ国歌でありながら手話表現は統一されていないのが現状

である。 

聞こえない人のスポーツの国際総合競技大会である「デフリンピック」では、

表彰台で優勝国の選手が自国の手話言語で国歌斉唱を行っている中、２０１７年

にトルコ・サムスンで開催された第２３回夏季デフリンピックにおいて、日本代

表の女子バレーボールチームが優勝した際、独自の表現ではあるが、初めて手話

言語で国歌斉唱を行い、国内で大きな反響があり、「手話言語による国歌」策定の

気運が高まってきた。  

これまで我が国で考えられてきた「国歌の手話表現」の多くは、日本語の歌詞

に沿って検討されている例が多く、聞こえない人が国歌に親しみ、国歌を斉唱で

きるようにするためには、日本語の歌詞の手話表現を検討し、統一された「手話

言語による国歌」の策定が必要であると考える。  

我が国において「手話言語による国歌」が策定されていないことは、聞こえな

い人が国民として国歌に触れる機会を奪うことに等しいと言わざるを得ない。日

本で初めて開催されるデフリンピック東京大会開催を来年に控えている中、聞こ

えない人を含むすべての国民が一体となって国歌を斉唱するためには、「手話言

語による国歌」が必要不可欠である。  

よって国会及び政府は、専門家や当事者団体等が参画する検討組織を設置し、

関係者や関係団体との意見調整のもと、「手話言語による国歌」を早急に策定する

よう強く要望する。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

令和   年   月   日 

  

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

法 務 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

 

                                           神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の 

施行に関する意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

 神奈川県議会議長  加 藤 元 弥 殿 

 

                 神奈川県議会議員  武 田   翔 

                  同        飯野 まさたけ 

                  同        田 中 洋次郎 

                  同        添 田   勝 

                  同        木佐木 忠 晶 

                  同        脇   礼 子 

                  同        田 中 信 次 

                  同        楠   梨恵子 

                  同        亀井 たかつぐ 

                  同        しきだ 博 昭 

                  同        小 川 久仁子 

                  同        てらさき 雄介 



 

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の  

施行に関する意見書（案） 

 

平成２７年、神奈川県議会は国に対して「売春防止法の抜本的な改正又は新た

な法整備を求める意見書」を提出し、令和４年５月に「困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律」（以下「女性支援法」という。）が制定された。 

令和６年４月の女性支援法施行により、対象者が拡大することから、今後は、

多様な支援を包括的に提供する体制の整備と民間団体との協働による支援が不可

欠となる。 

また、困難な問題を抱えた女性の中には、居住地を変え新たな生活を望む場合

もあり、居住地域により女性への支援に差が出ることがないよう関係機関等が連

携し、長期にわたる切れ目のない支援を実施する必要がある。  

よって国会及び政府は、次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要

望する。 

１ 女性支援に当たる関係者が情報交換や支援内容に関する協議を行う「支援調

整会議」の詳細な考え方を早急に提示し、地方公共団体に情報を提供すること。  

２ 相談体制の充実のため、都道府県における常勤の女性相談支援員の配置基準

を設定するほか、すべての市町村において女性相談支援員を配置できるよう、

財政的支援を強化するとともに、研修の充実など支援員の質の向上にも努める

こと。 

３ 支援体制の構築に際しては、地域格差が生じることのないよう努めるととも

に、長期にわたる伴走支援などが求められることから、地方公共団体及び民間

団体に対し、安定的な財政支援の仕組みを構築すること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月   日 

  

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

 

                                           神 奈 川 県 議 会 議 長 

 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

中小企業における多様な人材の確保に向けた支援を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

 神奈川県議会議長  加 藤 元 弥 殿 

 

                 神奈川県議会議員  山 本   哲 

                  同        市 川 さとし 

                  同        山 口 美津夫 

                  同        片 桐 紀 子 

                  同        市 川 和 広 

                  同        佐々木 ナオミ 

                  同        藤 代 ゆうや 

                  同        中 村 武 人 

                  同        佐々木 正 行 

                  同        作山 ゆうすけ 

                  同        長 田 進 治 

                  同        小 島 健 一 

                  同        北 井 宏 昭 



 

中小企業における多様な人材の確保に向けた支援を求める意見書（案） 

 

中小企業を取り巻く環境は、生産年齢人口の減少による人材不足により、かつ

てなく深刻な状況を迎えており、事業継続を断念するケースが増えている。 

こうした中、女性、外国人、高齢者、障がい者など「働き手の多様化」を進め

ることは、人材確保の有効な手立てとなり、ビジネスに多様な視点を活かす効果

も期待される。 

働き手の確保のうち、女性人材については、多様で柔軟な働き方などを通じ、

育児・介護等とキャリア形成を両立できる環境づくりを進め、働きやすい職場環

境を生み出していくとともに、女性のキャリアアップ支援などについても、これ

までと異なる取組を進めていく必要がある。 

また、外国人については言語や生活習慣の違い、高齢者については健康面、障

がい者については障害の特性など、それぞれ配慮すべき様々な課題を解決してい

かなければならない。 

こうした状況を踏まえ、国は、「女性版骨太の方針２０２３」をはじめとして、

中小企業における女性活躍の促進など、多様な人材の活躍に向けた取組を進めて

いるが、より一層の支援が必要と考える。 

よって政府は、次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要望する。 

１ 女性が活躍できる環境づくりに向け、女性のキャリア形成や、働きやすい環

境整備について、実効性のある支援策を講じること。 

２ 外国人の企業への受入れ促進や相互理解の環境整備を推進するため、必要な

支援策を講じること。 

３ 高齢者の就労機会の確保に向けた、必要な支援策を講じること。 

４ 新たに引き上げられる障がい者の法定雇用率の達成にとどまらず、障がい者

の就労機会の拡大や労働環境の整備などに必要な支援策を講じること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

 厚 生 労 働 大 臣 

 経 済 産 業 大 臣 

 

神 奈 川 県 議 会 議 長    

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

政治資金規正法違反の真相解明と企業・団体献金の 

全面禁止を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

 神奈川県議会議長  加 藤 元 弥 殿 

 

                 神奈川県議会議員  大 山 奈々子 

                  同        井 坂 新 哉 

                  同        木佐木 忠 晶 

 



 

政治資金規正法違反の真相解明と企業・団体献金の  

全面禁止を求める意見書（案） 

 

政治資金パーティーをめぐる政治資金規正法違反、いわゆる裏金問題に対し、
国民の政治不信と怒りが高まっている。毎日新聞が１月２７日と２８日に行った
全国世論調査では、自民党の取り組みに対し、「信頼回復につながるとは思わな
い」は８４％、「派閥幹部が説明責任を果たしているとは思わない」が９１％にの
ぼり、「自民党の政治刷新本部の中間とりまとめを評価しない」は５５％との結果
が示された。 
また、二階俊博氏が幹事長在任中に自民党から受け取った約４８億円の政策活

動費の使途は未だに不明だが、議員個人の所得とみなされる政治活動以外の支出
等が含まれていれば所得税の課税対象となるものであり、脱税の疑いも持たれて
いる。 
自民党は２月１５日に政治資金収支報告書に不記載のあった安倍派や二階派の

国会議員から聞き取った調査内容を公表したが、裏金づくりの開始時期について、
安倍派や二階派から長期にわたり組織的に行われていた実態を認める証言があっ
た。しかし、国民が一番疑問に思っている裏金づくりの目的や使途などは明らか
にしておらず、相手先も不明で、収支報告書にキックバックを記載しないよう指
示したのが誰なのかも明らかにしていない。  
派閥から議員への「還流」、派閥に議員が上納しない「中抜き」、派閥による裏

金の「ため込み」などの不正や脱法行為が蔓延しており、裏金づくりをシステム
化させた構造的問題を、過去に遡って全て国民の前に明らかにすることが求めら
れている。 
自民党総裁である岸田首相は、派閥解消を打ち出し幕引きを図ろうとしている

が、裏金の実態はいっさい語らず、説明責任の放棄は許されない。  
また、国会として真相究明を行うことは国民に対する国会の責務である。国政

調査権を行使し、国会への出席に強制力を持ち、うその証言をした場合は偽証罪
に問われる証人喚問を行う必要がある。  
さらに、政治資金パーティーを禁止しても新たな脱法行為が生み出される恐れ

が十二分にあり、根本的には企業・団体献金を禁止する以外に解決の道はない。  
よって国会及び政府は、次の事項について所要の措置を講じられるよう強く要

望する。 
１ 国会でこの問題に関係した全ての関係者と関係議員の証人喚問を行い、裏金
づくりの目的や使途、政治資金収支報告書への不記載の指示者名、及び裏金づ
くりをシステム化させた構造的問題を明らかにすること。  

２ 政治活動費の使途を明確にし、議員の責任も問われる連座制を盛り込むなど、
政治資金規正法の抜本的見直しを行うこと。  

３ 企業・団体献金を全面的に禁止するよう、法的措置を講じること。  
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月   日 

  
衆 議 院 議 長 
参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣 
総 務 大 臣 
法 務 大 臣 

 

                                           神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 



意 見 書 案 提 出 書 

 

被災者生活再建支援金の大幅な拡充を求める意見書案 

 

 上記意見書案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり 

提出します。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

 神奈川県議会議長  加 藤 元 弥 殿 

 

                 神奈川県議会議員  大 山 奈々子 

                  同        井 坂 新 哉 

                  同        木佐木 忠 晶 

 



 

被災者生活再建支援金の大幅な拡充を求める意見書（案） 

 

元日に発生した能登半島地震では、３月１９日時点で石川県内約７万４，０００戸

の住宅等の被害があり、珠洲市内では３割超が全壊となるなど深刻な被害が報じ

られている。 

震災によって多くのものを失った被災者が、もう一度生活を立て直していくに

当たり住居の確保への支援はその土台となるものである。前を向いてがんばろう

という希望となる思い切った支援が必要である。 

岸田首相は「異例の措置を講ずる」と言いながら、政府が示した「支援パッケ

ージ」は、半壊家屋にも解体の費用は出すが、住宅再建の費用は従来のまま最大

３００万円とした。高齢者や障害者の世帯に最大３００万円を給付する新たな制

度を設け、最大６００万円の給付を受けられるようにする方針を固めたとされて

いるが、それ以外の世帯に支援の拡充が不要なはずがない。被災者同士が分断さ

れぬよう、すべての被災者を対象として被災者生活再建支援金を引き上げ、対象

を拡大することこそ政府が執るべき対応である。 

国土交通省の調査では、住宅の建て替えに要する費用の平均は約４，４００万

円で、頭金などの自己資本比率は平均５０％前後と言われている。また、被災に

より二重ローンに陥る可能性もある。こうした実態から、生活再建のためには支

援金の上限を１，０００万円以上に引き上げることが必要である。 

よって国会及び政府は、被災者がもう一度その土地で暮らしを立て直していく

ために、次の事項について、早期に実現することを強く要望する。 

１ 被災者生活再建支援金の上限を１，０００万円以上に引き上げること。 

２ その際、対象を高齢者や障害者の世帯に限定することなく、すべての被災者

とすること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和   年   月  日 

 

衆 議 院 議 長  

参 議 院 議 長  

内 閣 総 理 大 臣 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

国 土 交 通 大 臣  

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣  

（防災）   

 

神 奈 川 県 議 会 議 長 

殿 


